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自社業況の景気判断推移（業種別）

全業種 建設業 製造業 卸売業 小売業 運輸倉庫業 サービス業

平成３０年度第１四半期 地場企業の経営動向調査（概要） 
調査対象：福岡商工会議所の会員企業 2,000社を任意抽出  期間：平成30年6月11日～6月26日  回答数：616社 回答率：30.8％ 

報告（５）-１ 

業況ＤＩは改善。先行きも緩やかな回復傾向が続く。 採用状況について【付帯調査】 
 平成30年４～６月の自社業況ＤＩ（全業種）は、▲2.2となり、前期から＋2.0ポイントの改

善となった。 

 業種別にみると 

 ＤＩ改善 運輸・倉庫業（▲0.1→＋27.9）、サービス業（▲2.8→＋6.9 ）、 

      卸売業（▲13.8→▲13.3）、製造業（▲6.4→▲6.3） 

 ＤＩ悪化 建設業（＋9.6→±0.0）、小売業（▲18.6→▲27.4） 

 構成別では、原材料・仕入価格ＤＩはほぼ横ばい（＋33.4→＋32.9）、販売価格Ｄ

Ｉ（▲0.2→＋3.6）と売上額ＤＩ（▲0.4→＋0.4）は若干上昇したが、営業利益Ｄ

Ｉ（▲13.4→▲13.3）に影響を及ぼすほどではない。 

 経営上の問題点は上位より（全24項目中） 

 １位「人材難、求人難、定着の悪化（52.8％）」（建設業67.0%、サービス業62.9%、運輸・倉庫業53.5%） 

 ２位「受注、需要の減少（30.8％）」 （建設業39.3%、製造業38.3%、卸売業38.1%）   

  ３位「経費の増加（26.3％）」 （運輸・倉庫業41.9%、製造業27.2％、建設業26.8%）  

 次期（平成30年7月～9月）は、＋0.2（今期比＋2.4ポイント）と、深刻な人手不足や消

費者の節約志向など先行きの不透明感を懸念する声も多い一方、旺盛な国内外の需要に

支えられ、業況感は緩やかな回復傾向が続く見通し。 

有効求人倍率が1.59倍（2018年4月）とバブル期を上回る高水準となるなど、人手不足が深刻化す
る中、企業にとって採用活動は極めて重要となっている。今回は昨年度の採用状況と今年度の採
用計画について調査した。 

 

 

 

 

 

 

 

１－１．2017年度の採用実績（全産業）（複数回答） 

 業種別に見ると、「募集したが全く採用できなかった」業種は、建設業が17.0％、運送業

が11.6％と現場職が特に高くなった。 

[具体的なコメント] 

 春に新卒者を確保したが3月になってキャンセルされた。小企業は厳しいと感じる。（建設業） 

 売り手市場を痛感する。中小企業には目が向いていないように感じる。ハローワーク、専

門学校に募集をかけているが、連絡すら入らない状況である。（サービス業） 

 「募集し採用できた」企業（全産業）は67.7％。そのうち「計画どおり予定していた人数

を採用できた割合」が、正社員新卒で58.1％、正社員中途で55.4％となったが、非正規社

員では47.7％と半数にも満たず、予定を確保できない割合が高まっている。 

 一方で「募集したが全く採用できなかった」企業が8.1％となった。 

1－２．2017年度の採用実績（業種別）（複数回答） 

◆ 計画に対して採用できた割合 

【企業の声（一部抜粋）】 

•輸出（プラント、完成自動車）が好調で繁忙状態が続いている。（港湾運送業） 

•国内、海外、訪日旅行いずれも増加。特に訪日旅行の勢いは大きい。（運輸に付帯するサービス業） 

•人手不足が深刻で多く受注したくても手が回らない。公共事業の発注減により停滞気味。目先案件  

の減少による価格競争の激化と受注減少。（建設業） 

•ガソリン、人件費上昇により仕入れ価格が上昇。競合大手の状況もあり、販売価格に転嫁しにくい。

（各種商品小売業） 

（％） 

67.7%

8.1%

24.3%

募集したが全く採用できなかった 

募集しなかった 募集し、採用できた 

（計画通り採用できなかった 

場合も含む） 

63.4% 66.7%
58.8%

65.3%
76.7% 73.9%

17.0%
3.8%

2.9%

6.9%

11.6%
7.0%

19.6%
29.5%

38.2%
27.8%

11.6%
19.1%

0%

20%

40%

60%

80%

100%

建設業(n=112) 製造業(n=78) 卸売業(n=102) 小売業(n=72) 運送業(n=43) サービス業(n=199)

募集し採用できた（計画未達を含む） 募集したが全く採用できなかった 募集しなかった
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47.8%

41.9%
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正社員新卒

正社員中途

非正規社員

予定を確保 予定人数に満たず
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採用を行う 現時点では未定 採用は行わない

 人手不足の対策として取り組んでいる（取り組みを予定している）ことについて、「現状人員

の能力向上・スキルアップ」が56.8％と最も高く、次いで「労働条件の改善（賃上げ、福利厚

生の充実等）」が38.3％となった。 

 厳しい採用状況を受けて、就業規則や待遇面、新人教育などを見直し、働きやすい環境を

整えることで、若手社員の応募や人材の定着を目指している。 

2－１．2018年度の採用計画（全業種） 

 全産業において採用環境は厳しい様相を呈しているが、その程度については業種別にばらつ

きが見られる。 

 平均して景況感の水準が高い「建設業」「運輸・倉庫業」「サービス業」は、他業種に比べ

ると採用意欲も高く、採用できた割合も高い一方で、経営上の問題点として圧倒的に高い

「人材難」でも上位を占めており、採用できても人手がまだまだ追い付いていない。 

 人手不足の高まりにおいて、必要な人員を計画通りに確保できなかった企業が半数近くを占

めており、人材を確保できなかったことにより一部の企業では受注機会の損失など事業に深

刻な影響が出ている。 

 福岡商工会議所では、会社合同説明会や大学へ出向くキャラバン事業などの新卒採用支援に

加え、AIやIoTを活用した効率化の事例を紹介する講演会を実施したり、専門家による相談

窓口を設置するなど、人手不足の対策を支援している。今後も地場中小企業の採用情報の発

信やＵＩＪターンを含めた中途人材の確保支援、大学等と連携した講座の提供などリカレン

ト教育の推進による人材の育成、IT・IoTの活用を促進しながら生産性向上を支援していく。 

福岡商工会議所調査 平成30年7月25日発表 

ま と め 

 業種別に見ると、「採用を行う」と回答した企業の割合が最も高かったのは、サービス

業の74.6％となった。 

 次いで、2017年度に採用できなかった企業の割合が高かった建設業、運送業が高い割合

で採用を計画されており、継続的に採用活動に力を入れて取り組んでいる。 

３．人手不足の対策として取り組んでいること（全業種）（複数回答） 

 人手不足の対策として取り組んでいる（取り組みを予定している）ことをたずねたところ以下の結果となった。 ※円グラフの外側が今回調査、内側が2016年6月調査 

61.6%29.7%

8.8%

採用を行う

67.2%

現時点では

未定

25.1%

採用は行わ

ない 7.7% ◆ 採用する人数について 

正社員 増やす 昨年並み 減らす

2018年6月調査 54.9% 42.6% 2.5%

2016年6月調査 52.7% 42.9% 4.3%

非正規社員 増やす 昨年並み 減らす

2018年6月調査 60.6% 35.1% 4.3%

2016年6月調査 59.6% 35.1% 5.3%

2－２．2018年度の採用計画（業種別） 

 「2018年度に採用を行う」企業（全産業）は67.2％。昨年度と比べた採用予定人数に

ついて聞いたところ、正社員を「増やす」企業は54.9％と前々年度より2.2ポイント

増加となった。 

56.8%

38.3%

27.6%

27.3%

12.3%

12.0%

9.9%

9.9%

8.3%

7.8%

現状人員の能力向上・スキルアップ

労働条件の改善（賃上げ、福利厚生の充実等）

正規・非正規社員の採用強化

他社との連携（外注含む）

設備投資による省力化

ＩＴ投資による効率化

一人当たりの業務量の増加

受注量・取引の見直し・選別

採用に係る経費の増額、工数の増加

営業日・営業時間の見直し


